
 

田原本町告示第６７号 

 田原本町感震ブレーカー等設置費補助金交付要綱を次のように定める。 

  令和８年７月２３日 

                       田原本町長 高 江 啓 史  

   田原本町感震ブレーカー等設置費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 町長は、地震発生時における通電火災の防止及び住宅火災の早期発見を図

り、もって町民の安全で安心な生活環境を確保するため、感震ブレーカー等を設

置する者に対し、当該機器の購入及び設置に要する経費の一部について、予算の

範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、田原本町補助

金等交付規則（平成２４年６月田原本町規則第９号）に定めるもののほか、この

要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において「感震ブレーカー等」とは、未使用の機器であって、次

の各号のいずれかに該当するものをいう。 

(1) 感震ブレーカー 地震動を感知して自動的に電気の供給を遮断する器具であ

って、一般社団法人日本配線システム工業会の感震機能付住宅用分電盤規格（Ｊ

ＷＤＳ０００７付２）に適合するもの又は一般財団法人日本消防設備安全セン

ターの消防防災製品等の推奨を受けたものをいう。 

(2) 住宅用火災警報器 消防法（昭和２３年法律第１８６号）第９条の２第１項

の住宅用防災機器のうち、一般財団法人日本消防検定協会の検定合格証（検定

マーク）が付されているものをいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、町内に住所を有し、かつ、居住している

住宅（以下「対象住宅」という。）に感震ブレーカー等を設置しようとする者であ

って、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 田原本町暴力団排除条例（平成２３年１２月田原本町条例第２１号）第２条

第１号から第３号までに規定する暴力団、暴力団員若しくは暴力団員等又はこ

れらのものと密接な関係を有する者に該当しない者 

(2) 世帯員全員が町税等を滞納していない世帯に属する者 



 

(3) 世帯員が過去にこの要綱による補助金の交付を受けていない世帯に属する者 

２ 対象住宅が賃貸住宅である場合においては、補助金の交付の対象となる者は、 

当該住宅の所有者ではなく、自らの居住の用に供するために感震ブレーカー等を

設置する賃借人とする。 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、第２条各号に

掲げる機器の購入及び設置に要する経費とする。 

２ 補助金の額は、補助対象経費から他の補助金等の収入を差し引いた額の２分の

１以内の額（その額に１００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）

とし、１世帯につき５，０００円を上限とする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、田原本町

感震ブレーカー等設置費補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添

えて、町長に提出しなければならない。 

(1) 補助対象経費に係る見積書の写し 

(2) 設置予定場所が確認できる書類 

(3) 設置予定の感震ブレーカー等の機能又は性能が確認できる書類 

(4) 前３号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

２ 補助金の交付は、１世帯につき１回限りとする。 

（補助金の交付決定） 

第６条 町長は、前条に規定する書類を受理した場合において適当と認めるときは、

補助金の交付を決定し、当該申請者に対し通知するものとする。この場合におい

て、町長が補助金の交付の目的を達成するため必要があると認めるときは、条件

を付けることができる。 

（変更の承認） 

第７条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」とい

う。）は、感震ブレーカー等の設置内容を変更しようとするときは、あらかじめ町

長の承認を受けなければならない。ただし、町長が軽微な変更と認めるものにつ

いては、この限りでない。 



 

２ 前項ただし書の軽微な変更とは、次に掲げる変更以外の変更とする。 

(1) 感震ブレーカー等及びその設置内容の著しい変更 

(2) 補助対象経費の２０％を超える変更 

（実績報告） 

第８条 交付決定者は、感震ブレーカー等の設置が完了したときは、当該完了した

日から起算して３０日を経過した日又は当該年度の３月末日のいずれか早い日ま

でに、田原本町感震ブレーカー等設置費補助金実績報告書（様式第２号）に次に

掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

(1) 感震ブレーカー等の購入及び設置に係る領収書の写し（品名、購入日、購入

金額及び設置費用が明記されたものに限る。） 

(2) 設置状況が確認できる写真 

(3) 設置した感震ブレーカー等の機能又は性能が確認できる書類 

(4) 前３号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

（補助金の交付） 

第９条 町長は、前条に規定する書類を受理した場合において適当と認めるときは、

補助金の額を確定し、当該交付決定者に対し通知するものとする。 

２ 前項の規定による通知を受けた交付決定者は、補助金の交付を受けようとする

ときは、速やかに、田原本町感震ブレーカー等設置費補助金交付請求書（様式第

３号）を町長に提出しなければならない。 

３ 町長は、前項の請求書を受理した場合において適当と認めるときは、補助金を

交付するものとする。 

（交付の決定の取消し） 

第１０条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 第６条後段の規定により町長が付けた条件に違反したとき。 

(2) 第７条から前条までの規定に違反したとき。 

(3) 偽りその他不正の手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 

２ 町長は、前項の規定により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場

合であって既に補助金を交付しているときは、期日を定め、当該取消しに係る部



 

分に関し既に交付した補助金の返還を命ずるものとする。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、町長

が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和８年８月１日から施行する。 


